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知って驚く
あなたが食べている野菜や果物の農薬散布回数

NEWS LETTER Vol.862

理事　水野　玲子

　毎日のように私たちが食べるスーパーで売ってい
る野菜や果物。いったいどれほど農薬がかけられて
いるか、知らずに食べているのではありませんか？
　普通の野菜や果物は店頭に並ぶまでに、殺菌剤や
殺虫剤がひと月に何回か撒布されています。都会の
消費者は、見た目がきれいな野菜を作るために生産
者がどれほど農薬を使用しているのか、きちんと知
る必要があるのではないでしょうか。
　誤解を避けるためにお話ししておきますが、表題
に書いたトマト62回、ナス74回、イチゴ60回という
数字は、九州のある県の慣行栽培の農産物防除暦の
一例で、全国に共通した数字ではありません。また
散布回数とは農薬成分ごとの回数で、たとえば、同

じ日に殺菌剤を１回（１成分）、殺虫剤を１回（１成分）
使用すれば２回と数えます。慣行栽培では、こうし
た防除暦は各都道府県のガイドラインにもとづき、
地域のＪＡ（農協）などで作成されますので、地域
によって指導内容が異なります。また、最近よく見
かける特別栽培農産物とは、このような慣行栽培の
化学合成農薬と化学肥料の使用を５割以上削減して
栽培した作物のことです。ですから、特別栽培農産
物と聞いて“安心・安全”と喜んで食べても、数十
回農薬をかけている可能性があります。

スーパーに売っているイチゴは？
　数十回も農薬が散布されていると聞いて、いまさ
らながらに驚く読者が多いでしょうが、もしかした
ら、それは例外のケースかもしれないと思い、試み
にイチゴの防除暦を幾つか調べてみました。平成25
年のイチゴ防除暦は、山形県のＪＡ（庄内みどり）
では合計78回（殺菌剤34回＋殺虫剤44回）、その中
でネオニコチノイド系の殺虫剤は、チアクロプリド

（成分名）１回、アセタミプリド２回、フロニカミ
ド２回と合計５回でした。また、別の地域の防除暦
では、合計41回、35回などの地域がありましたが、

トマト62回  ナス74回  イチゴ60回

用途 防除資材名 回数 用途 防除資材名 回数 用途 防除資材名 回数

殺菌

アフェトフロアブル ３回

殺虫

アファーム乳剤 ２回

殺虫

デイアナＳＣ ２回
アミスター２０フロアブル ３回 アーデント水和剤 ４回 バリアード顆粒水和剤 ３回
カリグリーン 記載なし ウララＤＦ ２回 バロックフロアブル １回
ガスタード微粒剤 １回 カスケード乳剤 ３回 マイコーネフロアブル ２回
サンヨール ６回 コテツフロアブル ２回 マッチ乳剤 ４回
ストロビーフロアブル ３回 コロマイト水和剤 ２回 モスピラン水溶剤 ２回
トリフミン水和剤 ５回 シーマージェット ２回 ロデｲ乳剤 ３回
バイコラール水和剤 ３回 スターマイトフロアブル ２回
パンチョＴＦ顆粒水和剤 ２回 スピノエース顆粒水和剤 ２回
フルピカフロアブル ３回 ダニサラバフロアブル ２回
ベルクート水和剤 ２回 ダニトロンフロアブル １回
ポリオキシンＡＬ水和剤 ３回 チェス顆粒水和剤 ３回

平成25年度　いちご防除暦　（ＪＡ庄内みどり）

※使用基準はポリオキシＡＬ水和液（収穫前７日まで）をのぞき、すべて収穫前日まで使用可
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動きだしたパルシステム東京　

　ヨーロッパにおけるネオニコチノイド系農薬一時
中止の動きを受けて、ようやく日本の生協も動き出
しました。パルシステム東京がなかでも頑張ってい
ます。以下に示す削減目標農薬の水田用の農薬８種
類の中では、ネオニコチノイド系農薬と同じく浸透

ネオニコ削減に向けた地域の動き

韓国のネオニコ規制

　日本でのネオニコチノイド系農薬規制が始まら
ず、それどころか、さらなる使用拡大が進められよ
うとしている状況で、お隣の韓国がネオニコチノイ
ド系農薬の危険性を認識し始めたようです。韓国の
農村発達管理局（ＲＤＡ）は2014年２月３日、ＥＵ
で２年間の暫定的使用禁止が決まったネオニコチノ
イド系農薬の３成分（イミダクロプリド、クロチア
ニジン、チアメトキサム）について、ＥＵの評価が
完了するまで、それらを含む商品の新規登録と変更
登録を禁止すると発表しました。日本では７成分が
登録され、製品が市場に出回っていますが、韓国で
は６成分です。韓国の今回の決定は、これら農薬が
ミツバチ減少に影響しており、ヒトの子供の脳の発
達にも悪影響があるとするＥＵの見解を、真摯に受
けとめた結果といえそうです。
　　　　　　　　　　　　　（理事　水野　玲子）

水田
分類 農薬成分名 商品名
殺虫剤 ＥＰＮ ＥＰＮ
殺虫剤 フェントエート（ＰＡＰ） パプチオン、エルサン
殺虫剤 フェニトロチオン（ＭＥＰ）スミチオン

殺虫剤 イミダクロプリド アドマイヤー、ブルースカ
イ、プロバド

殺虫剤 クロチアニジン ダントツ、ベニカ、フルス
ウイング

殺虫剤 フィプロニル プリンス・フロントライン
除草剤 パラコート パラコートジクロリド

殺虫剤 ジノテフラン アルバリン・アントム、ス
タークル

非水田
殺虫剤 ペルメトリン アデｲオン
殺虫剤 ジベルメトリン アグロスリン
殺虫剤 フェントエート（ＰＡＰ） パプチオン、エルサン

殺虫剤 フェンバレレート スミサイジン、パーマチオ
ン、ハクサップ

殺虫剤 トリクロルホン（ＤＥＰ） デｲプテレックス、ネキリ
トリン

殺虫剤 イミダクロプリド アドマイヤ、ブルースカイ、
プロバド

殺虫剤 マラソン（マラチオン） マラソン

殺虫剤 エチルチオメトン エカチンＴＤ、ダイシスト
ン、フルミン

殺虫剤 フェンチオン（ＭＰＰ） バイジット、バルサン

35回散布の中でも、やはりネオニコチノイド系の殺
虫剤は３回、そして有機リン系殺虫剤のマラソンも
使用されています。このように、日本ではきれいな
イチゴを食べるために、消費者は大変なリスクを背
負わされているのです。見かけに惑わされず、家族
の健康をまもるために真実を知りましょう。とくに、
生産者との距離が遠い消費者が、農作物がどのよう
に生産されるか、正しい情報を知る必要があるので
はないでしょうか。
　2014年１月、台湾で日本から輸入したイチゴに高
濃度の農薬が検出されて大問題となりました。検出
された農薬の中には、ネオニコチノイド系農薬も含

まれていました。日本の農作物の輸出にも大きな障
害となる農薬の大量使用の現実に、今、消費者が声
をあげる必要があります。それにしても、前出のイ
チゴの防除暦をみても、収穫前日まで農薬散布可能
で、また数十種類の農薬がひとつの作物に使用され
ていますが、本当に大丈夫なのでしょうか。農薬の
安全基準は、個々の農薬成分について残留基準や一
日許容摂取量などが決められていますが、今回示し
た例のように30種類の農薬を数回ずつ使用しても、
それを取り締まる規則はないのです。複合汚染に対
応した安全基準の新しい考え方に変えてゆくことが
望まれます。

性農薬のフィプロニルが半分を占めました。また、
非水田での削減農薬の中には、イミダクロプリドが
入れられました。
　また、大地を守る会は、使用禁止農薬および使用
目的・対象に制限を設ける農薬のリストのなかに
フィプロニルを入れました。先日報告した栃木のよ
つば生協に続く、あらたなネオニコチノイド系農薬
規制の一歩といえましょう。

パルシステムの削減目標農薬（2014）
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厚労省が「急性参照用量」の導入決定
どうなるクロチアニジン残留基準

事務局　植田　武智

　85号ニュースで紹介した、ネオニコチノイド系農薬の一つ
であるクロチアニジンの残留基準見直し問題で動きがあった。
　ほうれん草への40ppmという基準値案ついては、海外で導
入されている急性中毒の許容量である「急性参照用量（ＡＲ
ｆＤ）」と比べると、子どもではたった40g食べるだけで超
過してしまうという、つまり急性中毒のリスクが出てくる残
留基準案である。２月３日に国民会議をはじめとした諸団体
で厚生労働省に基準値案撤回の交渉に行ったことは、前回の
ニュースで報告したとおりだ。
　その後、厚労省は３月18日の「薬事・食品衛生審議会食品
衛生分科会農薬・動物用医薬品部会」で、この急性参照用量
の導入を正式決定した。今後新たに評価される農薬について
は、この急性参照用量の設定が必須となる。またクロチアニ
ジンの残留基準値案についても再検討することを決定した。
食品安全委員会に差し戻しになり、この急性参照用量の設定
や、未検討の発達神経毒性試験データなどの評価が行われる
予定だ。
　クロチアニジンの問題に入る前に、この急性参照用量につ
いて少し説明させていただきたい。野菜や果物が原因での農
薬中毒事件が過去に起きており、世界的にはすでに1990年代
から、急性ばく露の安全レベルとしてＡＲｆＤを農薬ごとに
設定し、慢性ばく露の安全レベルである一日摂取許容量（Ａ
ＤＩ）とともに残留基準値の設定に活用している。この急性
参照用量の導入で、農薬の残留基準値はどう変わるのだろう
か？
　慢性ばく露の影響を考慮したＡＤＩの場合、それぞれの食
品毎に農薬の残留量とその食品の１日当たりの平均摂取量を
掛け合わせた量を積み上げていき、その総量がＡＤＩを超え
なければＯＫという仕組みだ。この「１日当たりの平均摂取量」
というのが曲者で、たとえばほうれん草の場合はたった18.7g

（１株弱）と、とても少ない量だ。
　しかし、ほうれん草好きな人は食べる量が違う。一度にた
くさん食べた場合の危険性は、ＡＤＩだけでは見逃されてし
まうわけだ。そこで導入されるのがＡＲｆＤだ。ここでは食
品の摂取量は平均値ではなく、最大値で評価される。同じ国
民食品摂取量調査のデータをもとに、食品ごとに大食いの人

が一度にどれくらい食べるかの値を調べた。ほうれん草では
178.5g（一束弱）で、平均値とは10倍くらいの違いがある。
　急性参照用量は、同じ農薬でも食品毎の最大摂取量と農薬
残留量を掛け合わせて、その値が急性参照用量を超えていな
いか判断する。超えていた場合には、その作物への残留基準
値を下げる必要がある。
　クロチアニジンの残留基準値案をＡＤＩとＡＲｆＤを使っ
て評価してみたのが上の図だ。
　左の図は、１～６歳の子どものケースでのＡＤＩで判断し
たグラフだ。ほうれん草に40ppmという基準値が設定された
場合、摂取量全体に占めるほうれん草の割合は40％も占める
ことになる。ただそれでも、ＡＤＩと比較すると73％にしか
過ぎないためＯＫとなる。
　右の図は、同じ１～６歳の子どものケースで、ＡＲｆＤで
判断したグラフだ。ＥＵのＡＲｆＤ100μg/体重㎏と比べると、
ほうれん草では6.2倍超過。それ以外にも、春菊、みつば、こ
まつな、チンゲンサイ、ブドウ、レタス、セロリなどでも超
えることになる。
　では、今後の再評価でクロチアニジンの残留基準値は低く
なるかというと、事態はまだ流動的だ。というのも、クロチ
アニジンのＡＲｆＤの値はＥＵ以外にも国際機関であるＦＡ
Ｏ／ＷＨＯ合同農薬専門家会議（ＪＭＰＲ）が定めた値もあり、
そちらはＥＵより６倍甘い。同じデータを評価しているのに
なぜ６倍もの差が出るのかは不思議なのだが、そちらで評価
すると、ほうれん草の40ppmでも、ぎりぎりＯＫになる可能
性もある。食品安全委員会がどう評価するか、要監視だ。



5NEWS LETTER Vol.86

　今野　茂樹

　秋田県で３月２～３日、「斑点米とネオニコチノ
イド系農薬を考える集会」を開いた。毎年夏になる
と、全国の田んぼで「カメムシ徹底防除」が行われ
ており、田んぼはいまや日本最大のネオニコチノイ
ド系農薬の消費地になっている。秋田県は早くから
県議会や知事、市町村議会などがカメムシ防除のあ
り方に疑問を持ち、政府に意見書を提出している全
国で唯一の県で関心が高い。今年もやってくる夏の
防除を前に、本当に防除が必要か、一般の参加者と
ともに考えた。集会には国民会議の中下裕子氏と水
野玲子氏をはじめ、ネオニコチノイド系農薬の実態
を知り問題を解決しようと活動している団体から９
名が参加した。
　集会に先立って、今回の代表を務める山浦康明日
本消費者連盟共同代表が秋田県農林水産部を訪れ要
請書を手渡したところ、担当者から画期的な回答が
あったのでこれについて報告したいと思う。
　要請の主な事項は、農協が農家に支払う米代金に
関するもの。米代金は毎年、ＪＡ全農（経済連）が
都道府県毎に決めているが、全農秋田の場合、２等
米は 1 等米よりも60kgあたり600円安く（全農新潟な
どは1000円差）、この価格差が農薬散布を助長して
いるためである。米価は毎年大きく変動するのに、
等級間の差額はなぜか市場原理が働かない「固定相
場制」になっている。これにはどういう理由がある
のだろう。全農秋田は「慣例」と答えていたが、本
当の理由は農薬を販売したいため、と見られても仕

方ない事情がある。
　実は、２等米に含まれる斑点米は最大0.3％で、
それを除去して生ずるロスは60kg当たり60円程度
に過ぎない。一方、米価が60kg１万７千円から
１万１千円に下がると、等級間格差は600円が400円
弱になるのが自然だ。そうすると農薬代278円と大
差がなくなり農薬を散布する意味が大きく薄れてし
まう。米価がさらに下がれば農薬代の方が高く付く
逆転現象も起こりうる。すなわち、１等米と２等米
価格の開きが農薬の販売量に直結しており、農薬販
売サイドにとって大きな価格差が固定していること
が、安定販売にとって必須条件になっている。
　要請書は「農薬散布は斑点米カメムシによる実際
の被害に比べ、農協が農家に支払う２等米の代金が
少なすぎることが原因。適正な等級間格差にするこ
とで農家の損害が小さくなり、防除を無くすことが
できる。農薬散布の呼びかけではなく、農協に是正
の働きかけをお願いしたい」。
　これに対する県農林水産部の回答は画期的だっ
た。「民間取引で決まる米価を指導する立場にはな
い」としつつ「等級間格差は合理的に説明可能な根
拠を持つべきで、全農には申し入れを行う」とＮＨ
Ｋテレビに向かって話し、それを多くの県民がロー
カルニュースで視聴し、翌日の新聞４紙でも報道さ
れた。米の等級間格差の問題点に初めて焦点が当
たった。
　0.2％のわずかな斑点米で２等に落ちる検査制度、
そして２等米を理由に過大な等級間格差を設定して
いる農協、さらに「徹底防除」を呼びかける行政、
こうしたいくつもの仕組みによって、カメムシは大
きな被害を及ぼす抹殺しなければならない害虫と思
われがちだ。しかし実際に経済的損害を与えている
のは斑点米カメムシではないのだ。

米の検査規格の　
見直しを求める会

斑点米カメムシ徹底防除の本当の理由
田んぼは「日本最大のネオニコチノイド系農薬の消費地」
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中央環境審議会の体制変更で
市民参加の権利は守られるか

理事　熊本学園大学　中地　重晴

はじめに

　2013年の夏、中央環境審議会（以下、中環審）の
委員の大幅な交代や委員会構成の改編が行われまし
た。中環審の見直しは、一昨年末の総選挙での自民
党による政権交替の影響で、原発の再稼働に反対す
る委員（気候ネットワーク代表の浅岡美恵氏等）が
はずされたようなイメージがあり、一部そのような
マスコミ報道もありましたが、実は、民主党政権時
代から検討され、時間をかけて変更されました。
　昨年、環境基本法が改正され、放射性物質の除外
規定がはずされ、放射性物質も化学物質として取り
扱うようになりましたが、個別の法制度はそれを十
分に反映したものに見直されていません。日本の環
境政策を決定する中環審の体制変更までの経緯、そ
の後の現状を報告し、今後どのようにしていけばよ
いのか、検討する材料を提供したいと思います。

中央環境審議会の改編までの経過

　中環審は、1993年の環境基本法の施行に伴い、そ
れまでの中央公害対策審議会を改組して設置されま
した。2001年の中央省庁等の再編で環境省が設置さ
れ、環境庁時代の中央環境審議会、自然環境保全審
議会、瀬戸内海環境保全審議会、総理府の動物保護
審議会、厚生省の生活環境審議会廃棄物処理部会の
五つの審議会を統合して、新たに中環審として、発
足しました。
　環境基本法41条に基づき、設置された中環審の所
掌事務は、「①環境基本計画に関し、環境基本法15
条３項に規定する事項を処理すること、②環境大臣
または関係大臣の諮問に応じ、環境の保全に関する
重要事項を調査審議すること、③他の法令の規定に
よりその権限に属させられた事務、④上記に規定す

る事項に関し、内閣総理大臣、環境大臣又は関係大
臣に意見を述べることができる」です。
　その後、環境基本法施行から約20年が経ち、環境
基本計画は第４次基本計画が2012年９月に策定され
ました。統合された中環審発足からも約10年が経
過し、地球温暖化対策の緊急性が課題になる中で、
2011年３月に起きた3.11東日本大震災、福島原発事
故による深刻な放射能汚染などへの取り組みが必要
となりました。2013年１月５日の時点まで、中環審
は15部会に分かれて審議していました。

中環審改編に関する提言（会長報告）

　2012年11月に行われた第18回中環審総会で「今後
の中央環境審議会の運営等のあり方について（提
言）鈴木会長報告」が取りまとめられました。同報
告書は、総会における議論や各部会長との意見交換
に基づいて、論点として、「①部会の議論の活性化
―所属委員数の多い部会は、時間の制約から各委員
１回程度の発言機会しかなく、活発な議論が行われ
ない状況にある。②部会間の議論の調整―複数の部
会に関係する課題をどの部会で議論すべきか手続き
的な問題に加え、関連する他の部会での議論の進捗
状況がわからないと議論が進めにくいという課題が
ある。③部会と小委員会の役割分担を整理すべきと
いう問題提起があった。過去に設置されたが、長く
開催されていない小委員会や専門委員会は廃止する
こととし、一定期間開催されないものについては自
動的に整理される仕組みにしてはという提案があっ
た」と整理しています。この中では、化学物質の問
題は非常に多くの部会に関係しているにもかかわら
ず、化学物質施策全体の議論をどの部会もできてい
ないという指摘もされていました。
　また、2013年１月は、委員の任期満了による交替
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時期であったことから、これを機にスタートする新
たな審議会に見直しを諮るべきであるとして、以下
の提言がまとめられました。「①部会の統廃合―15
部会から11部会に整理する。②機動的な審議―二つ
以上の部会の所掌に係る議案を審議する場合、会長
が適当な一つの部会を指定して審議できるようにす
る。③議論の活性化（部会所属委員の削減）―活発
な審議を促進する観点から、一部会あたりの構成委
員数をできる限り抑制する。④部会間の連携の促進
―関係する部会間の議論の進捗等を共有する観点か
ら、部会長や主な委員が他方の部会に所属、あるい
は議論に参加するなど連携をはかる。⑤小委員会、
専門委員会の整理見直し―２年以上開催実績のない
小委員会、専門委員会については、次回の各部会に
おいて廃止の手続きをする。⑥総会における議論の
活性化―総会における議論をより活性化する。審議
会としての大所高所からの考え方を取りまとめると
ともに、そのために必要に応じて機動的に少人数の
委員による非公式な議論の場を設けることにする」。

改編された中環審の現状

　2013年10月に開催された第19回中環審総会で、中
環審は、委員25人と９部会（総合政策部会、循環型
社会部会、環境保健部会、地球環境部会、大気・騒
音振動部会、水環境部会、土壌農薬部会、自然環境
部会、動物愛護部会）に見直されました。委員の定
員は30人でしたが、25名しか選任されませんでした。
また、臨時委員の総数を４割削減するとともに、各
部会の臨時委員数を概ね20人とするという、大幅な
削減が決められました。
　さらに、２年以上開催されなかった小委員会とし
て、ＰＲＴＲ制度を含む化管法の見直しを検討した
環境保健部会の化学物質環境対策小委員会や化審法
の見直しを検討した化学物質環境対策小委員会化審
法見直し分科会が、2013年６月28日付けで廃止され
てしまいました。

今回の見直しの問題点

　そもそも中環審の総会は、2001年の設立以来、13
年間で19回、年に１回ないし２回しか開催されてい
ません。開催されていない年度もあります。今回の
改編だけでは、総会の議論が活性化することにはつ

ながりません。逆に、委員数を削減したことにより、
市民セクターを代表する委員が削減され、市民の意
見を発表する機会を奪われてしまいました。
　中環審見直しの論点に挙がっていた化学物質に関
する施策を議論する部会がどこなのか、化管法や化
審法の見直しを議論した化学物質環境対策小委員会
を廃止して、どこで審議することができるのかも不
明です。特に問題なのは臨時委員の総数を一方的に
一律４割削減したことで、多様な意見を述べる臨時
委員を締め出すことにつながりました。このような
体制では、細やかな審議ができるとは思えません。
一部の学識者委員による意見の取りまとめは、第二、
第三の原子力ムラを作り出す可能性があり、危険で
す。
　新たな体制は、これまで私たちが求めてきた化学
物質の総合的な一括管理をめざした化学物質政策基
本法を議論する道を途絶えさせる可能性がありま
す。本来なら、化審法や化管法の見直しを実施した
化学物質環境対策小委員会が継続して開催され、Ｐ
ＲＴＲ制度の見直しや対象物質の選定、及び化審法
で実施している優先評価物質リストの作成とリスク
評価の妥当性を、マルチステークホルダーで全ての
利害関係者の参加で、議論していく必要があるはず
です。
　さらに、今日の部会の改編では、放射性物質をど
のように化学物質として管理していくのか、そのた
めの議論の場については、考慮されていません。政
策決定への市民参加を保証し、2020年目標の達成を
めざす取り組みを強めていかねばなりません。中環
審の審議内容については、今後よりいっそう注目し
ていく必要があります。
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『化学物質の2020年目標』
のパンフレット発行

　2002年に南アフリカで行われたヨハネスブルグサ
ミットで、「予防的取り組み方法に留意しつつ、透
明性のある科学的根拠に基づくリスク評価手順と科
学的根拠に基づくリスク管理手順を用いて、化学物
質が、人の健康と環境にもたらす著しい悪影響を最
小化する方法で使用、生産されることを2020年まで
に達成する」という目標が国際的な合意となりまし
た。国民会議では、この目標を達成するための提言
を分かりやすく伝えるために、2014年３月にパンフ
レットを発行しました。印刷会員の方には本ニュー
スレターに同封してお送りしています。
　パンフレットでは、化学物質の2020年目標ができ
た背景や、目標を達成するための「国際的な化学物
質管理のための戦略的アプローチ（ＳＡＩＣＭ（サ
イカム））」の概要、ヨーロッパの取り組み状況等を
紹介しています。
　日本でも、2012年９月、「2020年目標」を達成す
るために、ＳＡＩＣＭ（サイカム）国内実施計画が
作成されましたが、しかし、残念ながら日本では、
化学物質の管理や規制について、多くの問題があり
ます。たとえば、同じ成分なのに、使われる製品に
よって化学物質の表示が異なり、とてもわかりにく
いことや、農薬と同じ成分をシロアリ駆除剤として
使うときには、安全性がチェックされないなど、縦

割り行政のために規制の「すき間」が生じてしまっ
ていることや、世界でも有数の農薬使用大国である
ことなどです。このままでは、「2020年目標」は到
底達成できそうにありません。そこで国民会議は、
化学物質を総合的に管理することや表示を統一する
ことなどを提言しています。
　ＰＤＦ会員の方で、印刷したパンフレットをご希
望の方は、名前、希望部数、送付先住所および電話
番号を事務局宛にお知らせください。また会員の皆
様が、化学物質問題の学習会や地元の国会議員や地
方議会の議員などへ働きかける際の資料として利用
される場合にも、希望部数をお送りします。なお、
国民会議のホームページから、どなたでもパンフ
レットをダウンロードできますので、ぜひご活用く
ださい！（ＵＲＬはこちら　http://kokumin-kaigi.
org/?p=1791　又は、「2020年目標　パンフレット」
でインターネット検索してみてください）
　　　　　　　　　　　（広報委員　橘髙真佐美）

難燃剤の危険性を問い直す
～グランジャン博士のホームページより～
　お腹の中にいる赤ちゃんは、日々脳が形成、発達
しています。そのような時期に有害化学物質にばく
露してしまうと、一生涯にわたって様々な病気や障
害を負わなければならなくなるおそれがあることが
わかってきました。2013年10月に国民会議で講演し
てくださったフィリップ・グランジャン博士（南デ

ンマーク大学環境医学教授、ハーバード大学公衆衛
生大学院教授）は、このような危険性に対して警鐘
をならし、同博士が編集を務める「脳を空っぽにす
る化学物質（Chemical	Brain	Drain）」のホームペー
ジ（http://braindrain.dk/）に、化学物質に関する
最新の情報を紹介しています。今回は、このホーム
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ページで紹介されていた難燃剤を含む製品に関する
興味深い研究をご報告します。

子ども用のイスに有害な難燃剤
　2013年、アメリカの環境団体である環境健康セ
ンター（the	Center	for	Environmental	Health（Ｃ
ＥＨ））は、アメリカの大手販売チェーン店である
ウォルマート、トイザらス、Ｋマートなどで子ども
用のイスや家具42製品を購入し、そこに使用され
ている難燃剤の成分の調査を行いました（注１）。
そうしたところ、42製品のうちの38製品から、①
Firemaster	550（注２）、②トリス（１- クロロ - ２
- プロピル）リン酸塩（ＴＣＰＰ）、③トリス（１，
３－ジクロロ－２－プロピル）リン酸塩（ＴＤＣＰ
Ｐ）、④ブチル化トリフェニルリン酸塩という四つ
の難燃剤が検出されました。22製品中に見つかって
いるFiremaster	550は、内分泌かく乱作用や神経毒
性があると考えられています。ＴＣＰＰやＴＤＣＰ
Ｐも、発がん性や遺伝子改変作用が懸念されており、
ブチル化トリフェニルリン酸塩は、アメリカ環境保
護庁（ＥＰＡ）が生殖機能の低下を懸念する報告を
出しています。

　防火の専門家は、一旦火災が起こってしまえば、
火の勢いの方が大きいので、難燃剤が入っていても
延焼を制御することはできないと言っています。つ
まり、有害で無益な難燃剤をわざわざ子ども用家具
に使用する必要はないのです。
　パパやママは、子ども達が使っている家具にこの
ような有害な難燃剤が含まれているなどとは全く
思っていません。そのようなものが含まれていると
知れば、わざわざ購入する親はいないでしょう。

PBDEの代替品も実は危険
　欧州では、ＲｏＨＳ指令（有害物質使用制限指令）
により臭素系難燃剤であるポリ臭化ジフェニルエー
テル（ＰＢＤＥ）の電気・電子機器への使用が禁止

され、アメリカでも一部の州で規制が行われていま
す。それではＰＢＤＥが市場から排除された後、安
全な成分への代替化が進んでいるのでしょうか？　
それを検証するため、オランダの研究者が家電製品
に含まれている難燃剤を調査したところ、ＰＢＤＥ
に代わって 2,4,6-トリス（2,4,6- トリブロモフェノキ
シ）-1,3,5-トリアジン（ＴＴＢＰ－ＴＡＺ）という
新しい臭素系難燃剤が検出されました。家庭のハウ
スダストからも同様にＴＴＢＰ－ＴＡＺが検出され
たということです。（注３）
　ＴＴＢＰ－ＴＡＺは、毒性は低いと考えられてい
るものの、生体への蓄積性が高く、難分解性である
という性質をもっており、環境やヒトに対してどの
ような影響を及ぼすかという点について現段階では
限られた情報しか得られていません。
　グランジャン博士も、代替した物質が安全である
ということがわからない以上、そのような物質は廃
除していかなければならないと指摘しています。

　難燃剤は、日本でもあらゆる製品に含まれていま
す。有害性が懸念され、安全性が確証されていない
物質が本当に必要なのでしょうか？　私たちはあら
ためてそれを問い直す必要があるでしょう。
　なお、昨年10月のグランジャン博士の講演会の
報告記事は国民会議のホームページ（国民会議の
ニュースレター84号10頁）でもご覧いただけます。
　　　　　　　　（報告　広報委員　粟谷しのぶ）

（注１）この調査の報告書は、「毒の上で遊んでいる　－子
ども用家具の有害な難燃剤」　（Playing	on	Poisons:	Harmful	
Flame	Retardants	in	Children’s	Furniture）にまとめられ
ており、ＣＥＨのホームページ（http://www.ceh.org/）か
らダウンロードできます。

（注２）Firemaster	550は、リン酸トリフェニル、リン酸ト
リス（イソプロピルフェニルなど５種の化学薬品の混合物
で、アメリカで販売されている難燃剤の商品名です。

（注３）この調査研究の報告書は下記のＵＲＬからご覧にな
れます。
h t t p : / / p u b s . a c s . o r g / d o i / a b s / 1 0 . 1 0 2 1 /
es4057032?journalCode=esthag
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有害物質ゼロ社会への道筋

ジャーナリスト　水  口　 哲

　国連と気候変動に関する政府間パネル（ＩＰＰＣ）が７年ぶりに発表した
第５次評価報告書には、有害物質ゼロ社会につながる技術とそれを社会に導
入する手法が書かれている。

生態系サービスとパッシブ技術でまちづくり

　有害物質の多くは、石油、石炭など化石資源の燃
焼や工業利用の際に発生するものである。化石資源
を使わずに、エネルギーが利用できたり、工業製品
がつくられる機会が増えれば、化石資源の利用も、
有害物質の発生量も減る。前者としては、「パッシ
ブ技術」が、前者と後者両方の例としては「生物資
源の活用」がある。欧州では、それらの導入事例が
増えていて、それがＩＰＣＣの新たな報告書に記載
されている。
　生物資源の活用としては、「生態系サービスの導
入」「緑のインフラ」「木質資源の利用」などのキー
ワードと、都市で導入した事例が並ぶ。
　例えば、「生態系サービス」の導入。独ベルリン
で始まったグリーン・ポイント制が有名だ。実例を
スウェーデン南部のマルメ市（人口30万人）で見た
ことがある。造船所跡地を宅地開発した際に、この
方法を導入した。北欧の田舎町で見るような野草が
住宅街に繁茂していた。市街の緑地化など、生態系
サービスを地区内に導入する計画を立てた開発業者
にポイントが付与される。在来種のコウモリの巣を
つくると２点、野草をベースにしたビオトープをつ
くると1.5点、潜在植生を生かした屋上緑化に２点
といった具合だ。ポイントの大きさに応じ、減税な

どのメリットが与えられる。結果として、水と緑の
豊かな高級住宅地が生まれた。水と緑は、ヒートア
イランド現象を緩和し、気候をマイルドにする。緑
地化により冷暖房の需要も減る。
　冷房負荷を下げる手法としては「パッシブクーリ
ング」も導入されている。例えば、日射角度に応じ“ひ
さし”になるソーラーパネル。ソーラーパネル自体
は創エネ装置だが、ひさしは、機械冷房を使わない
パッシブクーリングの例である。住宅街の路地は細
く、曲がりくねらせる。そうすることで日陰をつく
る。風を通す。これもパッシブクーリングの手法で
ある。屋上緑化にもその効果がある。
　パッシブ技術は高気密、高断熱の住宅をつくるこ
とで、冬に機械暖房が不要な建物をつくることから
発達した。2020年以降、ＥＵ（欧州連合）は、パッ
シブ建築以外は建てられないという建築基準の施行
を目指している。冷暖房に、化石燃料等からのエネ
ルギーを使わない社会が目標だ。
　潜在植生を生かした屋上緑化やビオトープの効果
は、温暖化対策に留まらない。その土地独特の景観
が生まれ、観光資源になる。普段の生活に潤いが生
まれる。維持管理費も少なくて済む。
　さらに、都市内に潜在自然植生があることでアレ
ルギー患者が減るという調査もある。適度な自然が
あることで体に抗体が出来ることと、大気汚染物質

ＩＰＣＣが紹介する
「生態系サービス」「パッシブ技術」
「トランジション・マネジメント」
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を吸収する効果があるとＩＵ
ＣＮ（国際自然保護連合）や
欧州の研究機関からなるグ
ループが発表している。
		「木質資源の利用」としては、

「先端的バイオエネルギー利
用発電所」や、大型構造木材
による大規模建築物の建設な
どがある。両方とも北欧では、
エネルギーと都市の景観を大
きく変えるところまで普及し
ている。

社会構造を意図して
大きく変える
「トランジション」

　新しい報告書には、気候変動対策、生物多様性、
雇用創出、生活の質の向上などの諸課題を統合しつ
つ、一世代先を見据えて“持続可能な社会”をつく
るための手法として“トランジション”（移行）と
いうキーワードが頻出する。
　きっかけをつくった一人が、ヤン・ロッドマン博
士（オランダ）。地球動態モデルの創設者の一人で、
ＩＰＣＣの初期の報告書では彼のモデルが使われて
いる。彼は、予測するだけでは気候変動の進行を止
めることは出来ないと考えた。90年代半ばから、社
会全体を“根本から変える（トランジション）”手
法の実践と研究に取り組んだ。エネルギー、都市イ
ンフラ、農業、交通、福祉政策など、既得権、制度、
固定観念などが絡み合い、直ぐには変えにくい社会
システムが対象だ。中長期ビジョンをもとに、短期
的な社会実験を繰り返しながら、持続可能な変革へ
の芽を用意する。そのための諸手法が「トランジショ
ン・マネジメント」として体系化され始めている。
　10年ほど前、オランダのエネルギー基本計画の改
定の際、部分的に導入された。以後、地域活性化や
温暖化対策を進める際、この手法が欧州全域で使わ
れるようになった。ロッドマン率いるオランダ・ト
ランジション研究所は、ＥＵに働きかけ、トランジ
ション・マネジメントを活用し、温暖化対策と地
域活性化を統合するパイロット事業も提案し、実
現している。その一つがＭＵＳＩＣ（Mitigation	of	

Urban	Setting,	Innovative	City）事業だ。その経過
報告会に昨年５月に参加した。
　パリ郊外のモントレイユ市庁舎に、欧州５都市の
事業担当者、ＥＵの補助金事業監督官、それにトラ
ンジション研究所とヘンリーチューダー研究所（ル
クセンブルグ）の研究者が集まり３日間の合宿を
行った。ヘンリーチューダー研究所は、パッシブ技
術導入など温暖化対策の効果を推計するシュミレー
ションモデルを作成した。これを使うと市域全体か
ら街区単位まで、対策ごとの費用対効果が、映像と
数字でパソコンの画面上に表示される。この推計モ
デルとトランジション・マネジメントを採用するこ
と、ショーケース的な事業を行うこと等が、補助金
を得た都市に課せられた義務である。
　手法を共通化し、条件の違う５都市での途中経過
を比べることで、手法の改良を行う。その成果は学
術論文やマニュアルとなり、公開される。それらを
読めば、次に行う自治体が、実施コストを下げられ
るわけだ。
　木質資源を大型建築や発電用エネルギーに利用す
るＥＵのパイロット事業のなかにも商業化の目途が
ついたものが幾つもある。化石資源に代わり、再生
可能な森林から、都市のインフラとエネルギーが大
量に供給される時代が近いと感じる。

団地内にビオトープがあると、夏の気温を２度下げる効果があるという。
（スウェーデンのマルメにて）



ＮＥＷＳ
◎活動報告（14/02～14/04）
02月28日　エコチル調査企画評価委員会
03月03日　秋田県へ斑点米カメムシ類によ
   る経済的損失回避策の転換についての要請
03月07日　クロチアニジンの残留基準問題
   で農水省申し入れ
03月13日　運営委員会
03月30日　次世代ＰＴ勉強会
04月10日　運営委員会
04月15日　次世代ＰＴ会議
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日本の場合、48基は全て運転を停止してい
るが、新たな規制基準の下にこの夏頃から
再稼働の動きがある。
　ところで、核戦争になれば、地球が滅亡
するので、核兵器は戦争抑止力としての意
味があるといわれる。しかし、実際は、誤っ
て核のボタンが押されてしまうと核戦争に
発展する危険性があり、そうでなくても、
人為的なミスによる事故の可能性もあるの
で、核兵器の存在そのものが危険だという
ことは自明の理である。
　原発についてもことは同様であり、いか
に安全基準に適合するとされても、人為的
なミスはあり（チェルノブイリ事故）、また、
福島原発のように天災を直接の原因とする
事故もあり、その存在自体が危険であるこ
とは、核兵器との違いはない。そのうえ日
本は地震国。今、どこで地震が起こるかわ
からないという地震学者の意見もある。
　兵器産業については「死の商人」と呼ば
れたが、原発についても、日本では「原子
力村」と呼ばれる政官財のグループがしっ
かりとそれを支えており、原発廃絶は厳し
いものがある。
　しかし、今を生きている人々のために、
また、これから生まれてくる未来人のため
にも、放射能という厄介なものを残すこと
になる原発を、この地球上からなくすため
の歩みを続けよう。

編集後記 広報委員長　佐和洋亮

核兵器と原発

　核兵器に対して、原発は平和目的だとし
て、いわば悪と善の関係にたつと思われが
ちだが、私はそうは思わない。
　両方ともこの地球上から放逐すべきもの
だ。
　核兵器の不拡散に関する条約（核拡散防
止条約、略称ＮＰＴ）は、1963年国連で
採択。現在は190カ国が加盟。核兵器保有
国（アメリカ、ロシア、イギリス、フランス、
中国）の５カ国は他国への核兵器譲渡の禁
止や核軍縮のための交渉を行う義務が規定
され、ほかの非核兵器国は、核兵器の製造・
取得の禁止などの義務が定められている。
ところが、核保有国はこの核軍縮のための
交渉義務に違反して、核兵器の近代化計画
を進めて、自国の核兵器を強化しようとす
る動きがみられ、「核兵器なき世界」を追求
するという約束が裏切られている、という
批判がある。
　これに対して、原発は地球上で435基あ
るが、その内、100基が最大の原発保有国
アメリカ、58基がフランス、日本の48基
は３番目（面積の割には多く、そのうえ地
震国）、その他中国、ロシア、インドなどが
新たな原発建設やその計画をしており、ド
イツやスイスなどが廃絶の方針をとってい
るにも関わらず、世界的には原発は増える
傾向にある。

　国民会議では、昨年より地球環境基金の助成を受けて、化学物質による人と
環境への影響を最小化する2020年目標の促進のためのプロジェクトを実施中
です。今回同封したパンフレットはその１年目の成果物です。
　化学物質の人への影響の中で、最も懸念されるのが発達中の胎児や子どもへ
の影響です。国民会議では、次世代影響プロジェクトチームを立ち上げ、化学
物質による胎児や子どもたちへの影響についてブックレットを作成することを
決めました。また、今年の年次総会の記念講演会では、発達障害、自閉症の専
門の研究者の方に、日本の現状についてお話しいただけるよう準備中です。
　次号（６月末）のニュースレターで詳しい日時等をご報告いたします。
　乞うご期待。

◎今年の年次総会記念講演会は7月27日の予定


